
脱石炭シナリオで
早急な石炭火力発電全廃への道を探る

2020.8.11
平田仁子 Kimiko Hirata

気候ネットワーク国際ディレクター/理事
CAN Japan代表

hirata@kikonet.org

1

mailto:khirata@kikonet.org


2

「石炭」の利用

人類の文明社会は
石炭の利用から始まった

石炭は、主に発電・製鉄、初期には
動力・熱利用に使われてきた。

石炭火力発電は、有害な汚染物
質とともに大量のCO2を排出す
るため、大気汚染・気候変動の
要因となってきた

世界のエネルギー起源CO２の約
半分が石炭利用による（石炭火
力だけで3分の１）
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実質ゼロ
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気候危機の回避に求められること
パリ協定との整合性(1) 2050年ネットゼロ
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パリ協定
• 気温上昇を2度未満に抑制、さら

に1.5度に抑制へ努力
• 今世紀後半に世界全体の温室効

果ガス排出をネットゼロに＝エ
ネルギー部門の排出を2050年頃
に実質ゼロ

IPCC 1.5℃地球温暖化 ii)

・早ければ2030年に
1.5度上昇に到達

・気温上昇を1.5度に
抑制するには2050
年に世界全体のCO2
排出をネットゼロに

UNEP排出ギャップレポートiii)

2030年NDCシナリオとパリ協定目標
とのギャップは大きく、2度目標達成
には現行NDCの３倍、1.5度目標達成
には5倍の努力が必要。



気候危機の回避に求められること
パリ協定との整合性（２）石炭火力の利用抑制

パリ協定と整合させるためには、世界全体で石炭火力を2030年までに
80％削減、2040年には全廃が、先進国である日本は2030年までに全廃
が求められる。新規建設と運転継続はパリ協定と矛盾する。
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IPCC 1.5℃地球温暖化 ii)

1.5度のいずれのシナリオでも、石炭に関しては急速な削減が求められ、石炭
火力発電は2050年にはほぼゼロにしなくてはならない。

Climate Analytics石炭レポート iv)

気温上昇を1.5度に抑制するには
• 世界の石炭火力からのCO2排出

2020年にピーク
• 世界の石炭火力発電量は

2030年までに80%削減
• OECD諸国の石炭火力発電設備は

2030年までに全廃
• 世界の石炭火力発電設備は

2040年までに全廃
が必要になる。
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IEAの持続可能発展シナリオ（パリ協定と整合）に基づく
石炭火力削減の道すじ

Source：IEA, Share of coal-fired power generation in the Sustainable Development Scenario, 2000-2040
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国連事務総長の各国への呼びかけ＝1.5℃をめ
ざして

・2030年までに温室効果ガスを45％
削減
・2050年には実質ゼロ
・2020年までに新規の石炭火力発電
を中止

アントニオ・グテレ
ス国連事務総長

各国の行動を引き上げを要請

今求められているのは、新設中止、そして、
２０３０年２６％ではなく、２０３０年ゼロ
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１.５℃抑制

各国の現行目標と政策

このままでは約3℃上昇

1.5℃上昇に抑制するには
2030年までの行動強化が不可避

＜排出量を約半減に＞

実績

コロナ前(2019年末） コロナ後の対応（〜2030年）

化石燃料への回帰

コロナ後の政策

弱い緑の刺激策

中庸の緑の刺激策

強い緑の刺激策

Source： Climate Action Tracker

これからの経済再生策が決定的に重要
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資源エネルギー庁「電源開発の概
要」、「電力供給計画の概要」を基に
作成

資源エネルギー庁「総合エネ
ルギー統計」を基に作成

日本の発電電力量の推移

Source：エネルギー白書2020

石炭火力発電の利用は、オイルショック以降一貫して増え続けてきた



2012年以降の石炭火力新設計画
50基（2323.3万kW）

Source：気候ネットワーク http://sekitan.jp/
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●運転開始...19（544.7万kW）
●建設中... 11（623.4万kW）
●アセス中/完了...5 (261.2万kW）
●計画中 ... 2（200.0万kW）
●運転中止・廃止...13(703.0万kW)

2012年以降の石炭火力発電所の新増設
多数の石炭火力発電所が建設・運転開始している



10Source：気候ネットワーク

これまで廃止計画を持たなかった日本
石炭火力の発電容量が急増している
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石炭火力発電の開発へのゴーサイン

環境アセスメントの迅速化
石炭火力発電所のリプレイスは、影響評価が容易で、より高効率なものになるため、
手続きの迅速化（期間の短縮）を決定（「火力発電所リプレースに係る環境影響評価手
法の合理化に関するガイドライン」環境省（2012.3（2013.3改訂））

新しい火力電源の入札ガイドライン
電力会社の電源調達に競争原理を導入。IPP事業者をはじめ新規参入者による卸供
給を拡大し、電力の安定供給と電気料金の適正な原価の形成を促す（「新しい火力電
源入札の運用に係る指針」資源エネルギー庁（2013.9))

東京電力の火力電源入札に関する関係局長級会議取りまとめ
CO2排出抑制のための事業者の自主的枠組の構築を要請
① 国の計画と整合的な目標が定められていること
② 新電力を含む主要事業者が参加すること
③ 目標達成に向けた責任主体が明確なこと（小売段階に着目）
④ 目標達成について参加事業者が全体として明確にコミットしていること
⑤ 新規参入者等に対しても開かれ、事業者の予見可能性の高い枠組とすること

→ ※これを受け、電気事業者らが枠組みを発表（2015.7.17）
「参加事業者で2030年に「0.37kg-CO2/kWh」を達成」

国の石炭火力政策① ー東日本大震災後



これらの施策では、石炭火力割合
２６％を大きく超える可能性
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エネルギー基本計画での位置付けと、それとの整合を図る施策

エネルギー基本計画
現状において安定供給性や経済
性に優れた重要なベースロード
電源の燃料（2018.7)

石炭割合：
エネルギーミックスの26％

国の石炭火力政策②

再生可能エネ

23%

原発

21%

LNG
27%

石炭

26%

石油

3%

2030年の見通し

再生可能エネ

11%

原発

26%

LNG
27%

石炭

24%

石油

12%

原発事故前10年間平均

図 電源構成の2030年見通し（出所：資源エネルギー庁）

省エネ法
新設基準

石炭：超々臨界圧（USC）相当
（発電効率 42.0％以上（発電端、HHV)

天然ガス：コンバインドサイクル相当
（発電効率 50.5％以上（発電端、HHV)

既存基準
指標1）燃料種ごとの発電効率
（石炭41％、天然ガス48％、石油39％）

指標2）火力全体の発電効率（44.3％）

エネルギー供給構造高度化法
小売電気事業者：自ら供給する電気の非化石電源比率
2030年度に44％以上を義務化。

石炭
26%
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電気事業者の供給計画とりまとめ
2029年に石炭火力37%にまで増えてしまう

（LNGの設備利用率は33.1％まで落ち込む）

Source：電力広域的運営推進機関（OCCTO）より気候ネットワーク作成

石炭
37%

石炭 LNG

送電端電力量の推移の見通し 電源別設備利用率

LNG
48.9% →33.1%

石炭
66.4% →67.6%
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日本の石炭火力発電に関する対策・政策は
G７で最低ランキング

Source：E3G Coal Scorecard 2019
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「革新的環境イノベーション戦略」の危うさ
(2020.1)

• 原発や化石燃料から作られる「水素」？
• CCS・CCUS依存の脱炭素化？
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「革新的環境イノベーション戦略」の危うさ
(2020.1)

• 2050年向けて優れた原子力技術の追求？
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「革新的環境イノベーション戦略」の危うさ
(2020.1)

• 核融合エネルギー：今世紀中の実用化。2100年に核融合
で世界全体でCO2、5.9億トン削減？
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「革新的環境イノベーション戦略」の危うさ
(2020.1)

• CCS/CCUS 2050年までにコスト削減、社会実装の進展？
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経済産業省
石炭火力の抑制：非効率石炭休廃止（100基・９割）

Source：総合資源エネルギー調査会 石炭火力検討ワーキンググループ 2020/8/7 資料５
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“非効率石炭火力の９割（100基）休廃止”の意味
古いものは閉じるが、新しいものは今後も延命方針

基数で９割・１００基は大きく思えるが
設備容量ではわずか２割減

これによって、石炭火力2030年26％は見込めるかもしれない
（環境省は5000万トンCO2超過と分析）

国内石炭火力対策としては、全く不十分なまま
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政府シナリオ（非効率石炭100基・9割休廃止）の意味
（気候ネットワーク独自推計）

新規がすべて建設されれば、2030年になお約4000 万kWが稼働
（現在4800万kW)

-3000

-2000

-1000

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

2019E 2020E 2021E 2022E 2023E 2024E 2025E 2026E 2027E 2028E 2029E 2030E

新規USC

既存USC

既存SC
新規Sub-C
既存Sub-C

既存Sub-C

既存SC

(万kW)



23

石炭火力からの転換に関するG20＋EU28か国の最新ランキング
日本、やはり最下位

Source：E3G,Global Status of Coal Power, 2020
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✔石炭火力ゼロ
をすでに達成
（もともとゼロを含む）

✔2030年石炭火
力ゼロ目標

▲石炭火力ゼロへ
努力

✖石炭火力ゼロ
目標なし

ラトヴィア
リトアニア
エストニア
アイスランド(1951)
スイス(1965)
マルタ(1996)
ルクセンブルグ
(1998)
ベルギー(2016)
スウェーデン(2020)
オーストリア（2020)

フランス(2022)
ポルトガル(2023)
イギリス(2024)
イタリア(2025)
アイルランド(2025)
フィンランド(2029)
オランダ(2029)
ニュージーランド
(2030)
スロヴァキア(2030)
カナダ(2030)
デンマーク(2030)
イスラエル(2030)
ハンガリー(2030)
ギリシャ(2030)

ドイツ(2038)
チリ（2040)
ノルウェー
メキシコ
スペイン

クロアチア
アメリカ
スロヴェニア
ブルガリア
オーストラリア
ルーマニア
コロンビア
チェコ
トルコ
ポーランド
韓国
日本

先進国の石炭火力方針(ゼロ目標年）
58％の国が2030ゼロ見込み、71%が全廃目指す

（※）太字は、脱石炭国際連盟（Powering Past Coal Alliance: PPCA)加盟国
E3G分析をもとに平田作成
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電力構成における石炭火力の割合
全体に減少傾向・日本は高止まり

ポーランド

オーストラリア

ドイツ 韓国

トルコ
日本
ドイツ
アメリカ

その他EU
メキシコ
イギリス



26
Source: OECD, Electricity generation by source, 1990-2019

2019年、OECD諸国全体で初めて
再生可能エネルギーによる発電発電量が石炭火力を超えた
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日本の現状と求められる石炭火力フェーズアウト

• 日本の現状 ＝パリ協定目標と不整合
• 電力構成における石炭火力の割合がG7で最も高く減少傾向
が見られない唯一の国（アメリカ・ドイツが減少したため）

• フェーズアウト目標も計画もなく、新規建設容認で、今後
も長期にわたり石炭火力利用が継続される

• 非効率石炭火力を休廃止しても、石炭火力割合を2030年
26%にすることもままならない可能性（環境省は5000万ト
ン超過と試算）

• CCUSなどの革新的技術は、コストも時間軸も見合わない

非効率石炭火力発電の削減のための措置だけでは全く不十分

• 全廃に向けたロードマップ策定と政策強化が不可避
• 既存発電を含む石炭火力全廃への道筋の策定
• 新規計画の中止



目標を立て毎年計画的に削減する
「2030年石炭火力フェーズアウト」計画が不可欠

28Source：気候ネットワーク「2030石炭火力フェーズアウトへの道筋」より情報更新の上作成

新規建設を容認すれば、毎年削減すべき設備容量がより大きくなる

新規建設容認の場合 新規建設中止の場合
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2030年石炭ゼロの実現可能性
石炭火力設備の毎年約500万kW前後の廃止を計画

• 2030年の政府の電力需要想定は高すぎる可能性

OCCTO水準を前提にすれば
約１割減

• 発電設備は増加見込み
2019年 30671万kW
2029年 34194万kW
----------------------

＋3523万kW

2013実績 2019実績 2020
OCCTO推定

2029
OCCTO想定

2030
政府想定

9666億kWh 8799億kWh 8818億kWh 8721億kWh 9808億kWh
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2030年石炭ゼロの実現可能性
毎年約500万kW前後の石炭火力設備の廃止を計画

• 稼働率が大幅低下見込みのLNG火力を活用
2030年設備利用率33.1％まで減少見込み
• 設備利用率を引き上げる(65%)ことで石炭火力を代替

• 再生可能エネルギーの導入拡大
2030年政府目標は22-24%
OCCTOの2029年発電電力量見込みは28%

• 以上を想定すれば、石炭火力発電の喪失分は、原発ゼロのまま、
2030年の電力構成は、LNG火力と再エネだけでほぼ補える見込み。

• 再エネの前倒し＋30%超の導入、さらなる節電・省エネ促進により、
LNG火力依存度を下げることができる。

• 石炭火力2030フェーズアウト計画の改訂版（9月発表予定）
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経済産業省も再生可能エネルギの
「さらなる導入拡大」方針
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今、求められること ー政策

非効率石炭火力の規制の議論のみならず

• 2030年目標（エネルギーミックス）の見直し
• 「2050年CO2ネットゼロ」とともに石炭火力全廃を目
標として掲げ、パリ協定との整合性を図ること

• 2030年石炭フェーズアウト目標とロードマップ策定
• 既存発電の全廃への道筋を策定すること
• 新規計画の中止

• エネルギー転換を進める政策を経済再生の軸に
• カーボン・プライシング（経済的手法）
• 再生可能エネルギー大幅拡大策（優先再生可能エネル
ギー大幅拡大策（優先給電・系統強化・市場設計）
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日本に求められることー需要側

• パリ協定の目標と整合させるビジョン・戦略と計画策定
• TCFDの勧告に沿ったリスク把握とシナリオ分析

• 電力の脱炭素化
• 目標設定
• イニシアティブ参加・コミットメント
• 電力購入基準設定
• 再エネ導入・自家消費

• 政策・社会への波及への貢献
• 取り組み共有
• 対話
• 支援
• 政策要請



「2030年石炭火力フェーズアウト」の実現に向けた
市民・NGOの動き

アメリカ ヨーロッパ

オーストラリア

そして９月には、韓国・日本でも2030全廃を目指した動きが始動予定
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